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○ 登録者情報

所在地

徳島県

全国で応用可能な地域づくりの処方箋～サテライトオ
フィス誘致を核にした関係人口・産業創出～

吉田　基晴 よしだ　もとはる

株式会社あわえ　代表取締役



略歴

著書・論文等

○

取組の内容

自治体と企業とのマッチング機会創出

2019年　映画「波乗りオフィスへようこそ」全国公開
2018年　「本社は田舎に限る」（講談社＋α新書）

全国で応用可能な地域づくりの処方箋～サテライトオフィス誘致を核にした関係人
口・産業創出～

吉田が経営するIT企業の美波町へのサテライトオフィス設立の過程で目の当たりにした、人口減少社会の課題解決
を目指して（株）あわえは設立されました。少子高齢化や人口流出、産業構造の変化などに起因する地域課題に対
し、サテライトオフィスの誘致や地域での創業・起業支援を通じて課題解決を後押ししています。また吉田の政策提
言に端を発する「デュアルスクール」制度は、小中学生の多地域就学を可能とし、長期的な関係人口の創出に加
え、家族単位でのお試し移住を可能にするなど、移住定住の拡大にも寄与しています。地域自治に必要な最新技
術やサービスを持つ企業と自治体職員のマッチングの場の創出は、官民連携の拡大に寄与しています。2021年に設
立した「（一社）ミライの学校」は、デュアルスクールの全国展開やGIGAスクール環境を活用したサテライトスクールな
ど、場所にとらわれない新しい学びのかたちの創出に、「（株）四国の右下木の会社」は、中山間地域の振興策とし
て、森林資源を活用した産業づくりや関係人口創出に挑んでいます。

1996年　　神戸市外国語大学　卒業
2003年～　サイファー・テック株式会社設立　代表取締役
2013年～　株式会社あわえ設立　代表取締役
2016年～　美波町　政策参与　就任
2017年～　四国大学　特認教授　就任
2018年　　一般社団法人四国の右下観光局　代表理事　就任
2018年～　内閣官房　未来技術×地方創生検討会　委員
2020年～　地方公共団体情報システム機構（J-LIS）経営審議委員会　委員
2020年～　一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）調査研究部会　委員

新たに立ち上げた（株）四国の右下木の会社



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

2016年　美波町の地方創生パートナー企業に就任
　　　　　 現在では徳島県内最多となる21社のサテライトオフィス誘致に成功

2020年　「情報通信月間」総務大臣表彰（団体）を受賞

2022年　「ふるさとづくり大賞」にて優秀賞を受賞

現在、全国300に迫る自治体の地域振興を支援

長期的かつ安定的に地域づくりに取り組む為には、当社そのものが補助金などに依存せず、自立・自走可
能な存在でなければならないと考え、「地域づくりのプロ」を目指した営利組織を志向しました。特定地域の
活性化に留まらず、他所でも再現可能な地域振興モデルを全国に販売することで収益性と安定性を確
保し、全国で得た事例・知見を他地域に展開しています。

将来世代にこの素晴らしい地域を引き継ぐためには、人口減少・少子高齢化でも可能な地域振興モデル
が必要です。私たちは地域づくりのプロ集団として、これからの社会変化を見据えた地域づくりを、皆さまと
共創して参ります。自らが地方で創業し暮らす当事者として生み出す、地域づくりの処方箋にご期待くださ
い。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

○ 6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

○ 経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

○ 集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

○ 働き方改革 ○ ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

○ 官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策

○ 自治体間連携 ○ 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

○ 住民参加 その他

その他

メールアドレス info〔アットマーク〕awae.co.jp

株式会社あわえ https://awae.co.jp/

一般社団法人ミライの学校 https://miragaku.or.jp/

株式会社四国の右下木の会社 https://treecompany.jp/
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